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１．男女別採用職員数

H29 H30 Ｒ1（Ｈ31） Ｒ2 Ｒ3
男性 14 11 13 4 4
女性 8 2 3 2 5

採用総計 22 13 16 6 9
男性割合 63.6% 84.6% 81.3% 66.7% 44.4%
女性割合 36.4% 15.4% 18.8% 33.3% 55.6%

２．職員の職種別男女別数(令和3年4月1日）

～19 20～29 30～39 40～49 50～59 60～ 合計 割合
事務職 18 12 23 16 69 30.0%
技師 1 1 3.8%
保健師 5 4 2 6 17 100.0%
保育士 11 9 27 12 59 95.2%
栄養士 1 1 1 3 100.0%
歯科衛生士 1 1 2 100.0%
給食調理員 5 5 100.0%
校務員 2 2 100.0%
小計 26 55 43 0 158 45.1%
事務職 23 35 52 46 5 161 70.0%
技師 2 2 3 7 10 1 25 96.2%
保育士 1 2 3 4.8%
歯科医師 1 1 100.0%
社会福祉士 1 1 100.0%
主任介護支援専門員 1 1 100.0%
文化財専門員 0 100.0%
小計 2 26 41 60 56 7 192 54.9%

2 26 67 115 99 7 350

令和3年４月１日現在において、在職する職員の性別、職種別、年齢別に集計した職員数である。
全体では、女性職員の割合が44.3％であるが、職種別では男女比率に差がある。
事務職における男女比率の差を見てみると、女性の割合は28.1％となっている。
事務職以外の職種では、技師はほぼ男性が占めており、保健師は女性のみ、保育士は女性が多いが、男性保育士の採用数が増加傾向にある。
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３．役職における男女別職員数(令和3年4月1日）

職位上の役職名 主な職名 男性(人） 男性比率 女性（人） 女性比率 総計（人）

理事 部長 6 100.0% 0 0.0% 6

副理事 局長 0 0.0% 0 0.0% 0

参事 課長 20 83.3% 4 16.7% 24

副参事 課長補佐 31 56.4% 24 43.6% 55

57 67.1% 28 32.9% 85

係長 係長 51 56.0% 40 44.0% 91

主査 主査 33 47.8% 36 52.2% 69

主任 主任 32 53.3% 28 46.7% 60

主事 主事 19 50.0% 19 50.0% 38

（労務職） 給食調理員等 0 0.0% 7 100.0% 7

192 54.9% 158 45.1% 350

令和3年４月１日現在、在職する職員の役職別、性別の人数及び人数割合を集計したものである。

副参事以上の職位（部長職・課長職・課長補佐職）が管理職員であり、管理職員に占める女性職員の割合は、32.9％となっている。

管理職員の中でも上位の職である理事（部長）の女性職員割合は0％、参事（課長）は20％未満となっている。

全体の役職別における女性職員の割合で、最も比率が低い役職は理事（部長）となっており、次いで参事（課長）となっている。
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４．役職における年齢別・男女別職員数(令和3年4月1日）
労務職 主事 主任 主査 係長 副参事 参事 副理事 理事

給食調理員等 主事 主任 主査 係長 課長補佐 課長 局長 部長
性別 年齢区分

～20 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
20～24 0 8 0 0 0 0 0 0 0 8
25～29 0 10 16 0 0 0 0 0 0 26
30～34 0 1 11 4 0 0 0 0 0 16
35～39 0 0 1 9 0 0 0 0 0 10
40～44 0 0 0 17 4 0 0 0 0 21
45～49 0 0 0 4 25 5 0 0 0 34
50～54 3 0 0 2 11 9 3 0 0 28
55～59 4 0 0 0 0 10 1 0 0 15
60～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
計 7 19 28 36 40 24 4 0 0 158

～20 2 0 0 0 0 0 0 0 2
20～24 9 0 0 0 0 0 0 0 9
25～29 7 10 0 0 0 0 0 0 17
30～34 0 16 8 0 0 0 0 0 24
35～39 0 2 15 0 0 0 0 0 17
40～44 0 0 6 10 0 0 0 0 16
45～49 1 0 0 25 16 2 0 0 44
50～54 0 1 0 11 14 11 0 0 37
55～59 0 0 1 5 1 6 0 6 19
60～ 0 3 3 0 0 1 0 0 7
計 0 19 32 33 51 31 20 0 6 192

7 38 60 69 91 55 24 0 6 350

令和3年４月１日現在、在職する職員の役職別、性別、年齢別に見た人数を集計したものである。
女性の人数が最も多い役職は、係長で40人となっており、次いで主査が36人、主任が28人となっている。
主事は同役職の男性と同数、主査は同役職の男性よりも人数が多くなっている。
女性が全くいない役職は、副理事（局長）を除き、理事（部長）で、次いで少ない役職は、参事（課長）で2人となっている。
男性の人数が最も多い役職は、係長で51人となっており、次いで主査が33人と多くなっている。
労務職は、女性のみの構造となっている。
女性の各年齢区分のうち、最も人数が多い年齢区分は、45歳～49歳で34人である。
女性の各年齢区分のうち、最も人数が少ない年齢区分は、～20歳及び60歳～の区分を除き、20歳～24歳が8人、次いで35歳～39歳が10人となっている。
男性の各年齢区分のうち、最も人数が多い年齢区分は、女性と同じく45歳～49歳で44人である。
男性の各年齢区分のうち、最も人数が少ない年齢区分は、～20歳及び60歳～の区分を除き、20歳～24歳が9人、次いで40歳～44歳で、16人となっている。
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５．役職における男女別職員割合(令和3年4月1日）

労務職 主事 主任 主査 係長 副参事 参事 副理事 理事

給食調理員等 主事 主任 主査 係長 課長補佐 課長 局長 部長

性別 摘要

人数 7 19 28 36 40 24 4 0 0 158

同役職に占める割合 100.0% 50.0% 46.7% 52.2% 44.0% 43.6% 16.7% 0.0%

全体に占める割合 2.0% 5.4% 8.0% 10.3% 11.4% 6.9% 1.1% 0.0% 0.0%

人数 0 19 32 33 51 31 20 0 6 192

同役職に占める割合 0.0% 50.0% 53.3% 47.8% 56.0% 56.4% 83.3% 100.0%

全体に占める割合 0.0% 5.4% 9.1% 9.4% 14.6% 8.9% 5.7% 0.0% 1.7%

7 38 60 69 91 55 24 0 6 350

2.0% 10.9% 17.1% 19.7% 26.0% 15.7% 6.9% 0.0% 1.7%

令和3年４月１日現在、在職する職員の役職別、性別に見た人数割合を表したものである。

同じ役職に占める女性の割合が最も高い役職は、労務職で100％となっており、次いで主査が52.2％、主事が50.0％となっている。

同じ役職に占める女性の割合が最も低いのは、理事（部長）で、女性の占める割合は0％となっており、次いで参事（課長）で16.7％である。

同じ役職に占める男性の割合が最も高い役職は、理事（部長）で100％となっており、次いで参事（課長）が83.3％となっている。

同じ役職に占める男性の割合が最も低いのは、労務職で0％となっており、次いで主査が47.8％、主事が50.0％である。

全体の役職別の割合を見ると、人数割合が最も高い役職は、係長で26.0％となっており、次いで主査が19.7％となっている。
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６．年齢区分別における男女別職員割合(令和3年4月1日）

性別 年齢区分 ～20 20～24 25～29 30～34 35～39 40～44 45～49 50～54 55～59 60～ 計
人数 0 8 26 16 10 21 34 28 15 0 158

同年齢に占める割合 0.0% 47.1% 60.5% 40.0% 37.0% 56.8% 43.6% 43.1% 44.1% 0.0%
全体に占める割合 0.0% 2.3% 7.4% 4.6% 2.9% 6.0% 9.7% 8.0% 4.3% 0.0%

人数 2 9 17 24 17 16 44 37 19 7 192
同年齢に占める割合 100.0% 52.9% 39.5% 60.0% 63.0% 43.2% 56.4% 56.9% 55.9% 100.0%
全体に占める割合 0.6% 2.6% 4.9% 6.9% 4.9% 4.6% 12.6% 10.6% 5.4% 2.0%

2 17 43 40 27 37 78 65 34 7 350
0.6% 4.9% 12.3% 11.4% 7.7% 10.6% 22.3% 18.6% 9.7% 2.0%

令和3年４月１日現在、在職する職員の年齢別、性別に見た人数割合を表したものである。
同じ年齢区分に占める女性の割合が最も高い年齢区分は、25歳～29歳で60.5％、次いで40歳～44歳が56.8％となっており、ともに過半数を超えている。
同じ年齢区分に占める女性の割合が最も低いのは～20歳及び60歳～の区分を除き、35歳～39歳で37.0％、次いで30歳～34歳が40.0％、50歳～54歳が43.1％である。
同じ年齢区分に占める男性の割合が最も高い年齢区分は、60歳～の区分を除き、35歳～39歳で63.0％となっている。
同じ年齢区分に占める男性の割合が最も低いのは、25歳～29歳で39.5％、次いで40歳～44歳で43.2％となっており、50％未満は、これらの区分だけである。
全体の年齢区分を見ると、～20歳及び60歳～の区分を除き、20歳～24歳が最も低く4.9％、次いで35歳～39歳が7.7％、55歳～59歳が9.7％となっており、どれらも10％未満となっている。
全体の年齢区分の中で最も割合が高いのは、45歳～49歳で22.3％、次いで50歳～54歳が18.6％となっており、40歳後半～50歳台前半の割合が全体の約4割を占めている。

７．平均した継続勤務年数の男女差異

摘要 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度
女性 18.5年 19.9年 19.0年 19.3年 19.6年
男性 20.3年 20.8年 19.4年 19.0年 19.3年
全体 19.5年 20.4年 19.2年 19.1年 19.4年

在職する職員の各年度における平均継続勤務年数を表したものである。
各年度により数値は異なるが、近年の平均継続勤務年数は、女性・男性共に約19年、全体では約19年となっている。
男性と女性の平均継続勤務年数の差は、近年は殆ど差が見られない。
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８．定年退職以外の理由による退職者の男女別年代別割合

摘要 摘要 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 合計
～34歳 28.5% 16.7% 14.3% 20.0% 15.9%

35歳～49歳 14.3% 16.7% 28.6% 20.0% 15.9%
50歳～ 14.3% 33.2% 14.3% 20.0% 16.4%
合計 57.1% 66.6% 57.1% 60.0% 0.0% 48.2%

～34歳 14.3% 16.7% 28.6% 20.0% 25.0% 20.9%
35歳～49歳 14.3% 2.9%

50歳～ 14.3% 16.7% 14.3% 20.0% 75.0% 28.1%
合計 42.9% 33.4% 42.9% 40.0% 100.0% 51.8%

各年度内における定年退職以外の理由により退職した者の割合を表したものである。
男女とも各年度によりそれぞれ数値は異なっている。
性別で見た場合、過去5年間の平均では、男性の数が若干ではあるが女性よりも多くなっている。
年代別で見た場合、過去5年間の平均では、女性は50歳以上の年代が若干多くなっている。
年代別で見た場合、過去5年間の平均では、男性は50歳以上の年代が最も多く、次いで34歳未満の若年層が多くなっている。

９．職員一人当たりの１月の時間外勤務の平均時間

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

女性 3.3時間 8.4時間 5.7時間 12.4時間 10.9時間

男性 7.6時間 11.2時間 11.0時間 12.6時間 10.1時間

時間外勤務の平均時間を見てみると、各年度で差がみられるが、殆どの年度で男性の方が多くなっている。
各年度の差は、災害等の発生件数や被害の程度、選挙の実施回数等により異なってくる。
職員定数の削減、業務の増加及び複雑化等の一方で、働き方改革の推進により、効率化と時間外勤務の削減について、啓発に努めているところである。
令和2年度から新型コロナウイルス感染症対策等の影響により時間外勤務の平均時間が押し上げられている。
今後より一層、時間外勤務の削減及び勤務時間外の在庁時間の短縮に努めたい。

１０．男女別職員の各月時間外勤務の上限を超えた職員数（令和3年度）

令和3年度において、男女合わせて各月時間外勤務の上限を超えた回数は44回である。
上限を超えた主な理由は、避けることのできない事由による臨時的かつ重要な業務で、緊急に処理を行う必要があったため生じたものである。
管理職員の時間外勤務について、男女とも各月時間外勤務の上限を超えた職員はいない。
今後においても、更なる時間外勤務の削減に取り組んでいきたい。

摘要
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１１．男女別育児休業取得率等

これまで、該当する男性の育児休業取得の実績は無い。本人の希望には積極的に対応したい。
該当する女性については、１００％取得している。
令和2年度中に新たに育児休業を取得した職員の平均取得期間は22月、令和3年度は18.8月である。
※取得者数の低値により、個人情報が特定されるおそれがあるため、平均値としている。

１２．男性職員の配偶者出産休暇取得率

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

男性
数値は勤務実
態調査による

16.7% 100.0% 16.7% 16.7% 66.7%

配偶者出産休暇については制度の周知啓発により取得が進んでいる。
年度により差が見られるが、該当職員の総数により率の変動が大きくなることが要因の一つである。
他に育児参加のための休暇として、子の看護休暇制度等がある。（13表参照）

１３．男性職員の育児参加のための休暇平均取得日数

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

男性
年間平均取得
日数

0.9日 2.3日 2.9日 2.1日 3.4日

育児参加のための休暇等平均取得日数については制度の周知啓発により取得が進んでいる。
年度により差が見られ、更なる周知啓発の必要がある。
配偶者出産休暇とともに育児参加のための休暇について、増加するよう促進したい。
※取得可能者数の低値により、個人情報が特定される恐れがあるため、平均値としている。

摘要

摘要



１４．職員の年次有給休暇消化率及び年間平均取得日数

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度
消化率 20.3% 21.5% 22.5% 23.6% 25.6%
取得日数 8.0日 8.4日 8.9日 9.3日 10.1日

年次有給休暇の取得については、啓発により取得が進んでいる。
取得する職員により、消化率、取得日数とも大幅な偏りがあることが課題である。

１５．男女別介護休業取得率

これまで、男性女性とも介護休業及び介護休暇の取得実績は無い。
引き続き、周知に努めたい。

１６．行政職給料表（一）の男女別年代別の平均給料月額（令和3年4月1日）
（千円）

年齢区分（歳） ～19 20～29 30～39 40～49 50～59 全体
女性 204 252 346 383 305
男性 154 200 251 355 388 318
差額 -154 4 1 -9 -5 -13

令和3年4月1日現在における行政職給料表（一）に該当する男女別年代別の平均給料月額を表したものである。
各年代中の職員分布や人数にもよるが、「20～29」及び「30～39」の年齢区分においては、女性の平均給料月額の方が男性よりも高い。
各年代中の職員分布や人数にもよるが、「40～49」及び「50～59」の年齢区分においては、男性の平均給料月額の方が女性よりも高い。
「40～49」及び「50～59」の平均給料月額が男性の方が高い理由の一つとして、女性の長期育児休業の取得があげられる。
全体的に平均給料月額については、大きな男女差は見られない。

摘要
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１７．人材育成を目的とした研修等の男女別参加割合状況（令和3年度）

摘要 研修受講者割合 全職員割合
保育、病院、労
務、再任用を
除いた割合

女性 25.5% 45.1% 34.8%
男性 74.5% 54.9% 65.2%

令和3年度における人材育成を目的とした研修等を受講した男女別割合を表したものである。
全体職員割合から見れば、女性の研修受講者割合は、低くなっている。
保育士、病院関係、技能労務職、再任用職員を除いた職員割合から見れば、女性の研修受講者割合は、若干低くはあるもののほぼ同数となっている。
女性の研修受講者割合が低い理由の一つとして、宿泊を伴う長期研修については状況に応じた配慮が必要なことがあげられる。
今後、女性の受講割合を上昇させることが必要であると考える。

１８．ハラスメント等防止対策の整備状況

全ての職場において、ハラスメントが起こることのないよう研修等の実施や啓発を行っている。
衛生委員会においてハラスメント相談窓口を設置しており、これまでに相談実績はあるが、件数は少ない。
ハラスメント防止マニュアルを作成し、周知等を行っているが、引き続き周知啓発に努める必要がある。


